
１．重要な会計方針
(1)採用している会計基準
     「公益法人会計基準」（平成20年4月11日　平成21年10月16日改正　内閣府公益認定等
     委員会）を採用している。
(2)有価証券の評価基準及び評価方法
　　満期保有目的の債券・・・償却原価法（定額法）によっている。
(3) キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
　　資金の範囲は現金及び現金同等物としている。
(4)  消費税等の会計処理
　　税込方式によっている。

２．基本財産の増減額及びその残高
基本財産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

３．基本財産の財源等の内訳
基本財産の財源等の内訳は、次のとおりである。

４．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

５．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳
指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

６．関連当事者との取引の内容
関連当事者との取引の内容は、次のとおりである。

７．キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引
(1)現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている金額との関係は
　　以下のとおりである。

(2)重要な非資金取引はない。

財務諸表に対する注記

(単位：円）

科            目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
投資有価証券 2,008,832,640 0 1,511,983 2,007,320,657

合            計 2,008,832,640 0 1,511,983 2,007,320,657

(単位：円）
(うち指定正味財 (うち一般正味財 (うち負債に
産からの充当額) 産からの充当額) 対応する額)

投資有価証券 2,007,320,657 (2,000,000,000) (7,320,657) -
合            計 2,007,320,657 (2,000,000,000) (7,320,657) -

科            目 当期末残高

（単位：円）

種類及び銘柄 帳簿価額 時　　価 評価損益
１０年利付国債　第３０６回 99,244,376 103,630,335 4,385,959
１０年利付国債　第３０９回 200,751,661 208,260,000 7,508,339
１０年利付国債　第３１０回 100,046,467 104,070,000 4,023,533
１０年利付国債　第３１１回 100,859,212 104,455,385 3,596,173
１０年利付国債　第３１５回 100,507,564 105,730,000 5,222,436
１０年利付国債　第３１６回 201,159,723 210,620,000 9,460,277
１０年利付国債　第３１８回 200,366,523 210,260,000 9,893,477
１０年利付国債　第３２４回 300,745,635 314,520,000 13,774,365
１０年利付国債　第３２５回 200,630,121 210,080,000 9,449,879
１０年利付国債　第３２９回 300,499,729 316,710,000 16,210,271
１０年利付国債　第３３０回 202,509,646 211,460,000 8,950,354

合            計 2,007,320,657 2,099,795,720 92,475,063

（単位：円）

内　　容 金　　額
経常収益への振替額
　　基本財産運用益（基本財産受取利息） 18,793,700

合　　計 18,793,700

議決権

種類 法人等の名称 住所 資産総額 の所有

(百万円） 割合

支配法人 住友電気工業(株) 大阪市 1,237,498 電線等の製造販売 - ２名 支配 寄付金 160,858,738 受取寄付金 -
　

事業の内容
又は職業

期末残高
（単位：円）

科目
取引金額
（単位：円）

取引の内容
事業上
の関係

役員の
兼務等

関係内容

（単位：円）

現金預金勘定 10,230,027 現金預金勘定 13,301,965
預入期間が３ヶ月を超える定期預金 0 預入期間が３ヶ月を超える定期預金 0
現金及び現金同等物 10,230,027 現金及び現金同等物 13,301,965

前期末 当期末


